（第１号書式）
担保関係事務の取扱に関する届出書
[bookmark: _GoBack]年　　月　　日
日 本 銀 行　御中（登記印）



	（担保差入金融機関等）

	（③金融機関等コード）
	
	
	
	
	

	（金融機関等名）
（代表者）（注１）


	

（登記印）






	（国債決済代行者）
（金融機関等名）（注２）
（代表者）（注１）


	









当方は、担保関係事務の取扱いについて、下記のとおり届出ます。

記
１．担保差入金融機関等にかかる届出

	（注３）
届出項目
	項目
	記入欄

	○
	①日付（注４）
	（必須）
	[和暦]
	
	年
	
	月
	
	日
	をもって
限りで

	○
	②届出区分
	（必須）
	[1桁]
	
	1:開始　2:変更　3:廃止

	
	④課税・非課税法人区分
	[1桁]
	2：非課税法人

	
	⑤担保出力指定店舗（注５）
	
	

	
	
	店舗コード
	[3桁]
	
	
	
	

	
	⑥担保交付指定店舗（注５）
	
	

	
	
	店舗コード
	[3桁]
	
	
	
	

	
	⑦振決国債担保差入可否（注６）
	[1桁]
	
	0：差入不可　1：差入可

	
	⑧振決国債担保利払先金融機関等（注７）
	

	
	
	金融機関等コード
	[4桁]
	
	
	
	
	

	
	⑨振決国債担保期日返戻先金融機関等（注７）
	

	
	
	金融機関等コード
	[4桁]
	
	
	
	
	




２．担保差入先にかかる届出（注８）


	（注９）
届出項目
	項目
	記入欄

	○
	①日付（注４）
	（必須）
	[和暦]
	
	年
	
	月
	
	日
	をもって
限りで

	○
	届出区分（注１０）
	（必須）
	[1桁]
	
	1:開始　2:変更　3:廃止

	○
	③金融機関等店舗
	（必須）
	
	

	
	
	金融機関等店舗コード
	（必須）
	[7桁]
	
	
	
	
	
	
	

	
	④国債決済代行先（注１１）
	
	

	
	
	金融機関等店舗コード
	[7桁]
	
	
	
	
	
	
	

	
	手形の担保差入有無（注１２）
	
	
	




	（注９）
届出項目
	項目
	記入欄

	○
	①日付（注４）
	（必須）
	[和暦]
	
	年
	
	月
	
	日
	をもって
限りで

	○
	届出区分（注１０）
	（必須）
	[1桁]
	
	1:開始　2:変更　3:廃止

	○
	③金融機関等店舗
	（必須）
	
	

	
	
	金融機関等店舗コード
	（必須）
	[7桁]
	
	
	
	
	
	
	

	
	④国債決済代行先（注１１）
	
	
	

	
	
	金融機関等店舗コード
	
	[7桁]
	
	
	
	
	
	
	

	
	手形の担保差入有無（注１２）
	
	
	




	（注９）
届出項目
	項目
	記入欄

	○
	①日付（注４）
	（必須）
	[和暦]
	
	年
	
	月
	
	日
	をもって
限りで

	○
	届出区分（注１０）
	（必須）
	[1桁]
	
	1:開始　2:変更　3:廃止

	○
	③金融機関等店舗
	（必須）
	
	

	
	
	金融機関等店舗コード
	（必須）
	[7桁]
	
	
	
	
	
	
	

	
	④国債決済代行先（注１１）
	
	
	

	
	
	金融機関等店舗コード
	
	[7桁]
	
	
	
	
	
	
	

	
	手形の担保差入有無（注１２）
	
	
	



以　上

（注１）　頭取、社長または理事長等の役職名を記載し、記名なつ印または署名をする。
（注２）　国債決済代行先の設定・解除を届出る場合には、本欄に記名なつ印または署名をする。
（注３）　１．にかかる届出の届出区分が開始の場合には、④の左欄に符号「○」を付すとともに、⑤から⑨までの項目について、記入する項目の左欄に符号「○」を付したうえで記入する。１．にかかる届出の届出区分が変更の場合には、⑤から⑨までの項目について、記入する項目の左欄に符号「○」を付したうえで記入する。
（注４）　①は提出日の１５営業日以降の日を開始、変更または廃止の日付として記入のうえ、「をもって」または「限りで」のいずれかを選択する。但し、与信約定のいずれかの最初の締結に伴い担保関係事務の取扱いを開始する場合には、当該与信約定の締結日を記入のうえ、「をもって」を選択する。
（注５）　日銀ネット利用金融機関等である場合には、⑤に２．において担保差入先として届出るオンライン取引先店舗または既に担保差入先として届出済のオンライン取引先店舗を１店舗記入する。日銀ネット利用金融機関等でない場合には、⑥に２．において担保差入先として届出る店舗または既に担保差入先として届出済の店舗を１店舗記入する。原則として、担保差入金融機関等の本店または日本銀行本店管下の取引先店舗を記入する。
（注６）　振決参加者または国債代行決済委託者である場合には「1」を、それ以外の場合には「0」を記入する。
（注７）　振決参加者である国債代行決済委託者である場合には、⑧および⑨に自行（庫・社）または国債決済代行者を記入する。振決参加者でない国債代行決済委託者である場合には、⑧および⑨に国債決済代行者を記入し、国債代行決済委託者でない振決参加者である場合には、⑧および⑨に自行（庫・社）を記入する。種別名なしの種別または参加者分別口以外の種別から担保差入を行う場合には、⑧および⑨に自行（庫・社）を記入する。
（注８）　届出を行う担保差入先の数に対して記入欄が足りない場合には、本葉を複写のうえ使用する。
（注９）　記入する項目の左欄に符号「○」を付したうえで記入する。
（注１０）担保差入先の追加の場合には「1」、廃止の場合には「3」を記入する。国債決済代行先の設定・解除のみの届出を行う場合には「2」を記入する。
（注１１）担保差入金融機関等が国債代行決済委託者である場合には、いずれか一の担保差入先の④に国債決済代行先を記入する。
（注１２）届出を行う担保差入先が手形（邦貨手形のうち手形類似電子記録債権を除くもの。）の担保差入を行う場合には、右欄に符号「○」を付す。

	日本銀行使用欄
	
	
	

	※作成部署（注１）
	※入力部署
	（入力日）
	

	
	１．
	業務処理区分
	055104

	(確認日)　 
	
	①適用日
	年　　月　　日

	（　　　　　　　　　　）
	
	
	
	
	
	
	②設定等区分（注２）
	1:設定 2:変更 3:解除

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	送信権限者

	（注１）作成部署名を括弧内に記入する。
（注２）届出区分と同じ番号の項目に丸を付す。

	
	
	（入力日）
	

	
	
	２． 
	業務処理区分
	055113

	
	
	
	①適用日
	年　　月　　日

	
	
	
	②設定等区分（注２）
	1:設定 2:変更 3:解除

	
	
	
	
	
	送信権限者

	
	
	
	①適用日
	年　　月　　日

	
	
	
	②設定等区分（注２）
	1:設定 2:変更 3:解除

	
	
	
	
	
	送信権限者

	
	
	
	①適用日
	年　　月　　日

	
	
	
	②設定等区分（注２）
	1:設定 2:変更 3:解除

	
	
	
	
	
	送信権限者




